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回次
第143期

第２四半期
連結累計期間

第144期
第２四半期

連結累計期間
第143期

会計期間
自2022年４月１日
至2022年９月30日

自2023年４月１日
至2023年９月30日

自2022年４月１日
至2023年３月31日

売上高 （千円） 618,788 903,461 1,407,526

経常利益又は経常損失（△） （千円） △62,924 33,389 △7,419

親会社株主に帰属する四半期純損

失（△）又は親会社株主に帰属す

る当期純利益

（千円） △61,758 △8,239 51,049

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △62,912 △8,239 49,895

純資産額 （千円） 4,519,903 4,624,472 4,632,711

総資産額 （千円） 5,985,215 5,991,820 6,108,651

１株当たり四半期純損失（△）又

は１株当たり当期純利益
（円） △2.33 △0.31 1.93

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 75.5 77.2 75.8

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △50,395 221,527 △25,127

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △736,371 △74,954 △778,087

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △56,700 △56,140 △118,404

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,087,546 1,099,826 1,009,394

回次
第143期

第２四半期
連結会計期間

第144期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自2022年７月１日
至2022年９月30日

自2023年７月１日
至2023年９月30日

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期純損失（△）
（円） △1.93 0.71

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移につきましては記

載しておりません。

２．当社は、2023年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益又は１株当たり四半期純損失

（△）を算定しております。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

（1）財政状態及び経営成績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症が５類に移行し、人々の消費行動

が活発になり、経済活動の正常化がさらに進展したものの、原材料価格の高騰や円安を背景とした物価上昇など経

済動向は先行き不透明な状況が続いております。

　このような状況のもと、当社グループの主力である温浴事業では、東京都新宿区歌舞伎町にて事業展開する温浴

施設「テルマー湯　新宿店」におきまして、当第２四半期連結累計期間の入館者数は前年同四半期と比べ4.4％増加

し、15万７千７百人となりました。集客活動といたしましては、近年ブームとなっているサウナに関して、通常よ

り高い温度に設定した高温サウナデーを設けるなど、サウナ関連イベントに引続き注力したほか、岩盤浴への集客

イベントにも注力いたしました。８月には新宿店８周年を迎えるにあたり、館内を一部改装し新たなテナントとし

てヘアサロン＆ネイルサロン「ｐｉｚｚｉｃａｔｏ」と韓国エステサロン「Ｈｕａｍｏａ」の２店舗が新規オープ

ンいたしました。以上のとおり、「テルマー湯　新宿店」におきましては、引続き好調な運営となりました。

　また、東京都港区西麻布の賃貸用不動産として活用していた「エコナック西麻布ビル」の一部を都心型のサウ

ナ・スパ施設に改装しておりましたが、2023年４月12日に「テルマー湯　西麻布店」として新たにオープンいたし

ました。豪華エジプト調の都心型サウナ・スパ施設で、「新宿店」に比べサウナに特に力を入れた施設となってお

ります。当第２四半期連結累計期間の入館者数は４万７百人となりました。また、2023年６月２日には同施設と一

体となっております宿泊施設「サウナ＆キャビン　テルマー湯　西麻布」がオープンいたしました。サウナ・スパ

施設内でも朝までゆっくりとおくつろぎいただくことはできますが、宿泊施設をご利用のお客様はベッド付の個室

に加えてサウナ・スパ施設もご利用いただくことができます。また、「テルマー湯　西麻布店」の周知のため、テ

レビの情報番組や雑誌等の各種メディアへの掲載にも注力いたしました。しかしながら、開業にかかる初期投資費

用を計上していることや、客単価が想定よりも低くなったことから、「西麻布店」としては赤字スタートとなりま

したが、「新宿店」が好調であったことから、温浴事業全体としては大幅な増収増益となりました。

　その結果、温浴事業の売上高は前年同四半期に比べ47.5％増加し879,658千円、営業利益は91,374千円（前年同四

半期は営業利益3,080千円）となりました。

　不動産事業では、東京都港区西麻布に所有する「エコナック西麻布ビル」の住居部分の賃貸収益につきまして、

継続して安定した収入を得ることができました。

　その結果、不動産事業の売上高は前年同四半期に比べ5.6％増加し23,803千円、営業利益は6,809千円（前年同四

半期は営業損失2,569千円）となりました。

　以上の結果、当社グループの当第２四半期連結累計期間の経営成績につきましては、売上高は前年同四半期に比

べ46.0％増加し903,461千円となりました。営業利益は36,097千円（前年同四半期は営業損失59,473千円）、経常利

益は33,389千円（前年同四半期は経常損失62,924千円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は8,239千円（前年同

四半期は親会社株主に帰属する四半期純損失61,758千円）となりました。

　当第２四半期連結会計期間末の総資産は、貯蔵品の減少や有形固定資産の減少などにより前連結会計年度末と比

較して116,830千円減少し、5,991,820千円となりました。

　負債は、未払法人税等の減少や長期借入金の減少などにより前連結会計年度末と比較して108,591千円減少し、

1,367,348千円となりました。

　純資産は、利益剰余金の減少により前連結会計年度末と比較して8,239千円減少し、4,624,472千円となりまし

た。
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（2）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末に比べ、90,432千円増加し、1,099,826千円となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は、221,527千円（前年同四半期は50,395千円の使用）となりました。これは、主に

税金等調整前四半期純利益の計上や減価償却費の増加、未収消費税等の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、74,954千円（前年同四半期は736,371千円の使用）となりました。これは、主に

有形固定資産の取得による支出などであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、56,140千円（前年同四半期は56,700千円の使用）となりました。これは、長期

借入金の返済による支出であります。

（3）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

（4）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

（5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

（6）研究開発活動

　該当事項はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 140,000,000

計 140,000,000

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

（注）　2023年６月29日開催の第143回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されております。これ

により、株式併合の効力発生日（2023年10月１日）をもって、発行可能株式総数は70,000,000株減少し、

70,000,000株となっております。

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2023年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2023年11月９日）

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名

内容

普通株式 52,932,733 26,466,366

　東京証券取引所

　スタンダード市場

（注）２

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株式数

は100株でありま

す。

計 52,932,733 26,466,366 － －

②【発行済株式】

（注）１．2023年６月29日開催の第143回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決され、2023年10月１

日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式総数は

26,466,367株減少し、26,466,366株となっております。

２．市場区分の再選択により、2023年10月20日付で東京証券取引所「プライム市場」から「スタンダード市場」へ

変更しております。

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2023年７月１日～

2023年９月30日
－ 52,932 － 100,000 － 470,776

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

（注）2023年６月29日開催の第143回定時株主総会決議により、2023年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株

式併合を行い、発行済株式総数は26,466千株減少し、26,466千株となっております。
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2023年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

株式会社ウェブ 千葉県市川市南行徳１丁目１６－２２ 5,102 9.64

株式会社船橋カントリー倶楽部 千葉県白井市清戸７０３ 3,640 6.87

ロイヤル観光有限会社 広島県広島市中区広瀬北町３－３６ 3,551 6.71

株式会社ＮＦＫホールディング

ス
東京都港区南青山７丁目８－４ 3,061 5.78

株式会社トーテム 東京都港区南青山７丁目８－４ 2,575 4.86

株式会社広共コーポレーション 東京都港区南青山７丁目８－４ 2,365 4.46

伊豆シャボテンリゾート株式会

社
東京都港区南青山７丁目８－４ 2,040 3.85

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目１１－３ 1,607 3.03

有限会社ＭＢＬ 東京都港区南青山７丁目８－４ 1,300 2.45

株式会社広共 広島県広島市中区本通９－３０ 900 1.70

計 － 26,142 49.40

（５）【大株主の状況】

（注）１．当第２四半期会計期間末現在における、日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）の信託業務に係る

株式数については、当社として把握することができないため記載しておりません。

２．2023年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っておりますが、上記所有株式数について

は、当該株式併合前の所有株式数を記載しております。
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2023年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 16,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 52,908,900 529,089 －

単元未満株式 普通株式 7,133 － －

発行済株式総数 52,932,733 － －

総株主の議決権 － 529,089 －

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

（注）１．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数100個が含まれております。

２．2023年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式総

数は26,466,367株減少し、26,466,366株となっております。

2023年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

エコナックホールディ

ングス株式会社

東京都港区南青山

７丁目８番４号
16,700 － 16,700 0.03

計 － 16,700 － 16,700 0.03

②【自己株式等】

（注）2023年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（2023年７月１日から2023

年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人やまぶきによる四半期レビューを受けております。
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,009,394 1,099,826

売掛金 61,218 74,727

商品 493 732

貯蔵品 39,175 1,374

その他 96,652 17,028

貸倒引当金 △2,207 △2,334

流動資産合計 1,204,726 1,191,355

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,517,153 2,558,609

機械装置及び運搬具（純額） 44,375 45,807

工具、器具及び備品（純額） 41,025 104,905

土地 1,834,794 1,834,794

建設仮勘定 215,538 －

有形固定資産合計 4,652,886 4,544,116

無形固定資産

借地権 83,445 83,445

ソフトウエア 70 4,624

電話加入権 1,528 1,528

無形固定資産合計 85,044 89,598

投資その他の資産

投資有価証券 600 600

その他 167,602 168,351

貸倒引当金 △2,208 △2,201

投資その他の資産合計 165,994 166,749

固定資産合計 4,903,925 4,800,464

資産合計 6,108,651 5,991,820

１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】
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（単位：千円）

前連結会計年度
(2023年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2023年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 30,098 32,823

１年内返済予定の長期借入金 150,948 193,622

未払金 151,757 135,726

未払法人税等 90,419 43,424

契約負債 7,479 9,149

前受金 2,843 4,826

賞与引当金 5,676 5,209

株主優待引当金 1,348 676

その他 42,557 47,649

流動負債合計 483,129 473,108

固定負債

長期借入金 788,848 690,034

繰延税金負債 29,354 27,933

再評価に係る繰延税金負債 10,052 10,052

資産除去債務 160,761 161,646

長期預り金 3,793 4,573

固定負債合計 992,810 894,240

負債合計 1,475,939 1,367,348

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 4,235,309 4,235,309

利益剰余金 280,628 272,388

自己株式 △2,235 △2,235

株主資本合計 4,613,701 4,605,462

その他の包括利益累計額

土地再評価差額金 19,010 19,010

その他の包括利益累計額合計 19,010 19,010

純資産合計 4,632,711 4,624,472

負債純資産合計 6,108,651 5,991,820

- 9 -



（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

売上高 618,788 903,461

売上原価 558,856 795,009

売上総利益 59,931 108,451

販売費及び一般管理費 ※１ 119,404 ※１ 72,354

営業利益又は営業損失（△） △59,473 36,097

営業外収益

受取利息 8 5

奨励金収入 1,000 －

受取手数料 411 608

固定資産賃貸料 384 384

補助金収入 － 897

その他 813 257

営業外収益合計 2,618 2,153

営業外費用

支払利息 5,392 4,773

その他 675 87

営業外費用合計 6,068 4,861

経常利益又は経常損失（△） △62,924 33,389

特別利益

補助金収入 ※２ 4,997 －

特別利益合計 4,997 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
△57,926 33,389

法人税、住民税及び事業税 1,687 43,049

法人税等調整額 2,144 △1,420

法人税等合計 3,832 41,628

四半期純損失（△） △61,758 △8,239

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △61,758 △8,239

（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

四半期純損失（△） △61,758 △8,239

その他の包括利益

土地再評価差額金 △1,153 －

その他の包括利益合計 △1,153 －

四半期包括利益 △62,912 △8,239

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △62,912 △8,239

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　2022年４月１日
　至　2022年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　2023年４月１日

　至　2023年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
△57,926 33,389

減価償却費 100,907 152,377

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,791 119

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,166 △467

株主優待引当金の増減額（△は減少） △378 △672

受取利息及び受取配当金 △8 △5

補助金収入 △4,997 －

支払利息 5,392 4,773

売上債権の増減額（△は増加） △16,480 △13,508

棚卸資産の増減額（△は増加） △1,032 37,561

仕入債務の増減額（△は減少） 8,980 2,725

未払消費税等の増減額（△は減少） △2,524 △3,979

未収消費税等の増減額（△は増加） △25,284 60,058

長期預り金の増減額（△は減少） △38,169 780

その他の資産の増減額（△は増加） 5,451 17,907

その他の負債の増減額（△は減少） 17,003 24,469

その他 0 40

小計 △11,690 315,569

利息及び配当金の受取額 8 5

利息の支払額 △5,310 △4,003

補助金の受取額 4,997 －

法人税等の支払額 △38,399 △90,043

営業活動によるキャッシュ・フロー △50,395 221,527

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △721,724 △70,019

無形固定資産の取得による支出 △14,647 △5,072

その他 － 138

投資活動によるキャッシュ・フロー △736,371 △74,954

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △56,700 △56,140

財務活動によるキャッシュ・フロー △56,700 △56,140

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △843,466 90,432

現金及び現金同等物の期首残高 1,931,013 1,009,394

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,087,546 ※ 1,099,826

（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
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　前第２四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

　　至  2022年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

　　至  2023年９月30日）

給料手当 18,502千円 11,174千円

役員報酬 12,600 14,400

諸会費・手数料 51,399 25,823

貸倒引当金繰入額 1,098 119

賞与引当金繰入額 1,046 1,265

株主優待引当金繰入額 － △90

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は次のとおりであります。

※２　補助金収入

新型コロナウイルス感染症の影響により、政府、自治体から支給された給付金等を「補助金収入」として特別利

益に計上しております。

前第２四半期連結累計期間
（自  2022年４月１日

至  2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  2023年４月１日

至  2023年９月30日）

現金及び預金勘定 1,087,546千円 1,099,826千円

現金及び現金同等物 1,087,546 1,099,826

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおりで

あります。

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自2022年４月１日  至2022年９月30日）

株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2022年６月29日開催の定時株主総会決議に基づき、2022年８月２日付で減資の効力が発生し資本金

443,874千円を減少し、その全額をその他資本剰余金へ振り替えております。

　この結果、当第２四半期連結会計期間末において資本金が100,000千円、資本剰余金が4,235,309千円となって

おります。

　なお、株主資本の合計金額への影響はありません。

当第２四半期連結累計期間（自2023年４月１日  至2023年９月30日）

　該当事項はありません。
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（単位：千円）

温浴 不動産 合計

売上高

温浴　施設利用料等 401,750 － 401,750

温浴　その他のサービス等（注１） 194,062 － 194,062

不動産賃貸　管理サービス等 － 979 979

顧客との契約から生じる収益 595,812 979 596,792

その他の収益（注２） 436 21,559 21,996

外部顧客への売上高 596,249 22,538 618,788

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － －

計 596,249 22,538 618,788

セグメント利益又は損失（△） 3,080 △2,569 511

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 511

全社費用（注） △59,985

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △59,473

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　2022年４月１日　至　2022年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注１）温浴　その他のサービス等は、飲食、マッサージ等による売上高になります。

（注２）その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等になります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。
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（単位：千円）

温浴 不動産 合計

売上高

温浴　施設利用料等 623,156 － 623,156

温浴　その他のサービス等（注１） 256,065 － 256,065

不動産賃貸　管理サービス等 － 1,267 1,267

顧客との契約から生じる収益 879,221 1,267 880,489

その他の収益（注２） 436 22,535 22,972

外部顧客への売上高 879,658 23,803 903,461

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － －

計 879,658 23,803 903,461

セグメント利益 91,374 6,809 98,183

（単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 98,183

全社費用（注） △62,086

四半期連結損益計算書の営業利益 36,097

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　2023年４月１日　至　2023年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

（注１）温浴　その他のサービス等は、飲食、マッサージ等による売上高になります。

（注２）その他の収益は、企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基準」に基づく賃貸収入等になります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

- 15 -



（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。

前第２四半期連結累計期間
（自　2022年４月１日

至　2022年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　2023年４月１日

至　2023年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △２円33銭 △０円31銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

（千円）
△61,758 △8,239

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）（千円）
△61,758 △8,239

普通株式の期中平均株式数（千株） 26,457 26,457

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）１．当社は、2023年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純損失（△）を算定しております。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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株式併合前の発行済株式総数（2023年９月30日現在） 52,932,733株

株式併合により減少する株式数 26,466,367株

株式併合後の発行済株式総数 26,466,366株

（重要な後発事象）

（株式併合）

当社は、2023年５月12日開催の取締役会において、2023年６月29日開催の第143回定時株主総会に株式併合につい

て付議することを決議し、同定時株主総会で承認可決され、2023年10月１日付でその効力が発生しております。

（１）株式併合の目的

個人投資家による投資機会の拡大及び中長期的な株価変動等を勘案しつつ、投資単位を適切な水準に調整する

ことを目的とするものであります。

（２）株式併合の内容

①　株式併合する株式の種類

普通株式

②　株式併合の方法・比率

2023年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数を基準に、２株につき１株の割

合をもって併合いたしました。

③　株式併合により減少する株式数

（３）１株未満の端数が生じる場合の処理

株式併合の結果、１株に満たない端数が生じた場合には、会社法の定めに基づき、一括して処分し、その処分

代金を端数の生じた株主に対して、端数の割合に応じて分配いたします。

（４）効力発生日における発行可能株式総数

70,000,000株

株式併合の割合にあわせて、従来の140,000,000株から70,000,000株に減少いたしました。

（５）効力発生日

2023年10月１日

（６）１株当たり情報に及ぼす影響

１株当たり情報に及ぼす影響については、「注記事項（１株当たり情報）」に記載しております。

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年11月９日

エコナックホールディングス株式会社

取締役会　御中

監査法人やまぶき

東京事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 江　口　　二　郎

指定社員
業務執行社員

公認会計士 福　水　　佳　恵

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエコナックホー

ルディングス株式会社の2023年４月１日から2024年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2023年７月

１日から2023年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2023年４月１日から2023年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エコナックホールディングス株式会社及び連結子会社の2023年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー



　（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・  継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・  四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・  四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上


